
 
 
 

 

 
               

平成 20 年 11 月 18 日 

各   位 

 

会 社 名 株 式 会 社  キ ャ ン ド ゥ

代 表 者 名 代表取締役社長 城 戸 博 司

 （コード番号：2698 東証第一部）

問 合 せ 先 取締役管理部長 武 藤 真 朗

電 話 番 号 03-5944-4112 

 

子会社からの事業譲受及び子会社の解散に関するお知らせ 

 

当社は、平成 20 年 11 月 18 日開催の取締役会において、当社子会社である株式会社ル･プリュの事業の全部を

譲り受け、同社は事業譲渡完了後、解散することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．事業譲渡・譲受と解散の理由 

当社は、当社と同一の 100 円ショップ事業を営む株式会社ル・プリュの全株式を平成 19 年 4月に取得し、

当社取り扱い商品の導入、発注システム導入、改装、従業員教育を実施してまいりました。この結果、株式

会社ル・プリュ店舗におけるオペレーションは当社店舗と均質化が図られてまいりました。そこで、業務の

合理化を一段と進めるため、株式会社ル･プリュの全 30 店舗を当社が譲り受けた上で、株式会社ル･プリュ

を解散し、採算化の目途が立たない 6店舗は当社にて閉鎖することといたしました。 

 

２．子会社の概要 

(1) 商号  株式会社ル･プリュ 

(2) 代表者  代表取締役社長 武藤 真朗 

(3) 所在地  東京都板橋区板橋三丁目 9番 7号 

(4) 設立年月日  平成 15 年 4月 1日 

(5) 主な事業の内容 100 円ショップ運営 

(6) 決算期  9 月 

(7) 従業員数  正社員 23 名 アルバイト 116 名 

(8) 主な事業所  100 円ショップ 30 店舗（関西 22、中部 2、首都圏 6） 

(9) 資本金  10 百万円 

(10) 発行済株式総数 200 株 

(11) 純資産  △1,870 百万円  

(12) 総資産  939 百万円 

(13) 主要取引先 株式会社キャンドゥ 

(14) 大株主  株式会社キャンドゥ（100％） 

(15) 主要取引銀行 無し 



 
 
 

 

(16) 最近 3年間の業績 

 
平成 19 年 3月期 

（12 ヶ月） 

平成 19 年 9月期 

（6ヶ月） 

平成 20 年 9月期 

（12 ヶ月） 

売 上 高 5,590 百万円 1,661 百万円 2,485 百万円 

営 業 利 益 △ 42 百万円 △ 234 百万円 △ 183 百万円 

経 常 利 益 △ 101 百万円 △ 258 百万円 △ 229 百万円 

当 期 純 利 益 △ 626 百万円 △ 680 百万円 △ 257 百万円 

純 資 産 △ 931 百万円 △ 1,611 百万円 △ 1,870 百万円 

期 末 店 舗 数 50 店舗 31 店舗 30 店舗 

1 株 当 た り

利 益
△ 3,130 千円 △ 3,403 千円 △ 1,285 千円 

1 株 当 た り

配 当 金
－  円 －  円 －  円 

1 株 当 た り

純 資 産
△ 4,655 千円 △ 8,058 千円 △ 9,351 千円 

      （単位未満は切り捨てております）   

 

３．事業譲受の内容 

(1) 譲受部門の内容 100 円ショップ全 30 店舗 

(2) 譲り受ける資産 商品、有形固定資産、敷金保証金（譲り受ける負債はありません） 

平成 20 年 10 月末日現在の帳簿価額は合計 781 百万円 

(3) 譲受価額と決済方法 約 735 百万円 既存債権との相殺により決済 

 譲受価額は 11 月末日時点の帳簿価額に基づいて算定する 

 

４．日程 

事業譲渡契約締結   平成 20 年 11 月 18 日 

事業譲渡の効力発生   平成 20 年 11 月 30 日 

株式会社ル･プリュの株主総会解散決議 平成 20 年 12 月 1 日 

株式会社ル･プリュの清算結了  平成 21 年 2月（予定） 

 

５．今後の見通し 

 当社が株式会社ル･プリュを子会社化するにあたって、平成 19 年 5月中間期の連結財務諸表において負ののれ

んを計上いたしましたが、株式会社ル･プリュが消滅するため、事業譲渡によりグループ内に存続する店舗に帰

属する部分を残してこれを取り崩し、取崩益を特別利益に計上します。同時に、店舗閉鎖等に伴う特別損失及び

税負担を計上します。以上による平成 20 年 11 月期連結当期純利益に対する影響は、＋388 百万円の見込みです。 

また、単体決算においては、本件事業譲渡代金の決済に伴い債権取立益を特別利益として計上し、あわせて税

負担等を計上します。これによる平成 20 年 11 月期単体当期純利益に対する影響は、＋192 百万円の見込みです。 

 なお、継続する 24 店舗については採算的に優良であり、当社業績に貢献できる店舗であります。 

 

 

以   上 


